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滋賀県後期高齢者医療広域連合 

 

令和５年１１月

滋賀県後期高齢者医療広域連合議会定例会

議  案  書



提 出 議 案 一 覧 

議案番号 件     名 頁 

議案第１２号 
令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出

決算の認定について 
１ 

議案第１３号 
令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特

別会計歳入歳出決算の認定について 
２ 

議案第１４号 
令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算

（第１号） 
３ 

議案第１５号 
令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特

別会計補正予算（第２号） 
４ 

議案第１６号 
滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療給付費等準備

基金条例の一部を改正する条例について 
５ 

 

（備考） 次に掲げる議案書については、別冊にて調製しております。 

議案第12号 令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合会計歳入歳出決算書 

議案第13号            （一般会計及び後期高齢者医療特別会計） 

       （主要な施策の成果に関する説明書及び歳入歳出決算審査意見書） 

議案第14号 令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算書（第１号） 

議案第15号 令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補

正予算書（第２号） 
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議案第１２号

令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算

の認定について

 令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算は、別冊決算

書のとおりであるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３

項の規定により、滋賀県後期高齢者医療広域連合監査委員の意見を付けて議会の

認定を求める。

   令和５年１１月２日 提出

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合

                   広域連合長 福 井 正 明



議案第１３号 

 

 

令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会

計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 令和４年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算は、別冊決算書のとおりであるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２３３条第３項の規定により、滋賀県後期高齢者医療広域連合監査委員の意見

を付けて議会の認定を求める。 

 

 

   令和５年１１月２日 提出 

 

 

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合   

                    広域連合長 福 井 正 明    
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議案第１４号

令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算

（第１号）

 令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第１号）を別冊

のとおり提出する。

   令和５年１１月２日 提出

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合

                   広域連合長 福 井 正 明　
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議案第１５号

令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会

計補正予算（第２号）

 令和５年度滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算

（第２号）を別冊のとおり提出する。

   令和５年１１月２日 提出

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合

                   広域連合長 福 井 正 明　



議案第１６号 

 

 

滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療給付費等準備基金条例

の一部を改正する条例の制定について 
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 滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療給付費等準備基金条例の一部を

改正する条例を次のとおり制定する。

   令和５年１１月２日 提出

                  滋賀県後期高齢者医療広域連合

                   広域連合長 福 井 正 明　



 滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療給付費等準備基金条例の一部を改正する

条例 

 

 滋賀県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療給付費等準備基金条例（平成２５年滋賀

県後期高齢者医療広域連合条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第６条を次のように改める。 

(処分) 

第６条 基金は、次に掲げる場合に限り、予算の定めるところにより、その全部又は一部

を処分することができる。 

(1) 保険給付のための財源に充てるとき。 

(2) 保健事業のための財源に充てるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、第１条に規定する基金の設置目的を達成するため 

に必要な財源に充てるとき。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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